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社会福祉施設等事業概要確認書 

 

１ 施設の概要 

防火対象物 

所在地 

 

名称 

 

用途の種類 

軽費老人ホーム・有料老人ホーム・小規模多機能型居宅介護事業を行う

施設・その他これらに類する施設（※１）・ 

障害者支援施設・障害者の短期入所施設・ 

障害者の共同生活援助を行う施設・その他（           ） 

福祉サービスの内容 入所・入居・宿泊・その他（                  ） 

同一建物での他事業の有無 有（高齢者施設・障害者福祉施設等・その他（       ））・無 

 

２ 利用者の状況 

（１）高齢者施設 

施設全体の定員（実数）又は宿泊サービス利用者数（※２）            人 

要介護区分３以上の者の居室の定員（実数）又は人数 人 

共用スペース（食堂又は共同浴室）での福祉サービスがある。 ある・ない 

月に５日以上の宿泊サービスの提供を行うことがある。 ある・ない 

１泊あたり２名以上の要介護者（要介護区分１以上の者)が宿泊することがある。 ある・ない 

宿泊サービスを利用する要介護区分３以上の者の数が宿泊者数の半数以上となることが

ある。ただし、要介護区分３以上の者の宿泊利用が１名である場合は除く。 
ある・ない 

過去１年間の宿泊実績のうち、最も宿泊人数の多かった連続３ヶ月間において、宿泊サー

ビス利用者の延べ人数が当該３ヶ月間の日数以上である。 
ある・ない 

上記３ヶ月間の宿泊サービス利用者の延べ人数のうち、要介護区分３以上の者の数が半

数以上である。 
ある・ない 

※ 受付欄 ※ 経過欄 

  



（２）障害者福祉施設等 

施設全体の定員（実数）又は宿泊サービス利用者数（※２） 人 

障害支援区分４以上の者の居室の定員（実数）又は人数       人 

介助がなければ避難できない者として総務省令で定める者（※３）の人数 人 

共用スペース（食堂又は共同浴室）での福祉サービスがある。 ある・ない 

月に５日以上の宿泊サービスの提供を行うことがある。 ある・ない 

１泊あたり２名以上の者が宿泊することがある。 ある・ない 

宿泊サービスを利用する障害支援区分４以上の者の数が宿泊者数の８割以上となること

がある。ただし、障害支援区分４以上の者の宿泊利用が１名である場合は除く。 
ある・ない 

上記３ヶ月間の宿泊サービス利用者の延べ人数のうち、障害支援区分４以上の者の数が

８割以上である。 
ある・ない 

備考  

※１ 「その他これらに類する施設」とは、業として入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練又は

看護若しくは療養上の管理その他の医療を提供する施設（令別表第１（６）項イに掲げるも

のを除く。）をいう。「業として」とは、施設を設置・運営している事業所又はその委託を受

けた外部事業者が報酬の有無についてにかかわらず、介護保険制度外の事業などの法定外の

福祉サービスを自主事業として提供するものを含むものであること。 

※２ 社会福祉施設等に、実際に入所若しくは入居又は宿泊している人数によること。新規に社

会福祉施設等を設置しようとする場合は、届出等により福祉部局に示す定員又は事業所の受

入れ体制等から判断すること。なお、この概要に変更が生じた場合は速やかに報告すること。 

※３ 「介助がなければ避難できない者として総務省令で定める者」とは、次の（１）から（３）

のいずれかに該当する者 

（１）  乳児、幼児 

（２）  障害支援区分４以上の者であって、認定調査項目（障害支援区分に係る市町村審査会

による審査及び判定の基準等に関する省令（平成 26 年厚生労働省令第５号）別表第１

に掲げる項目をいう。）の中で次の①～⑥の項目のいずれかに該当する者 

① ３の群「移乗」において、「支援が不要」又は「見守り等の支援が必要」に該当しない者 

② ３の群「移動」において、「支援が不要」又は「見守り等の支援が必要」に該当しない者 

③ ６の群「危険の認識」において、「支援が不要」又は「部分的な支援が必要」に該当しな 

い者 

④ ６の群「説明の理解」において、「理解できる」に該当しない者 

⑤ ８の群「多動・行動停止」において、「支援が不要」に該当しない者 

⑥ ８の群「不安定な行動」において、「支援が不要」に該当しない者 

（３）  障害支援区分の設定がない障害児入所施設及び救護施設における「介助がなければ避

難できない者」に該当する者 

①  障害児入所施設の場合、認定調査項目に代わる判断基準（学齢期以上で、介助なしで

通学又は日中活動支援への参加等のための外出ができているかどうか。）、又は都道府県

により確認される事項のうち、各施設の介助がなければ避難できない児童数に関する情

報を確認し、障害の程度が重いと認められた者 

②  救護施設の場合、原則として障害支援区分の認定を受けた認定調査項目、又は都道県 

により確認される事項のうち、各施設の介助がなければ避難できない者に関する情報を 

確認し、障害の程度が重いと認められた者 


